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消費者志向自主宣言・
フォローアップ活動事例のご紹介

令和5年10月

消費者庁

参事官（公益通報・協働担当）室
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1-1. 自主宣言事業者の推移

 消費者志向経営は2016年度よりスタートし、2023年8月時点で自主宣言事業者数は517事業者
まで拡大している。

消費者志向経営自主宣言事業者数の推移
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1-2. 消費者志向経営の周知活動

 消費者庁では消費者志向経営推進組織ウェブサイト（消費者庁ウェブサイト内）にて、
自主宣言事業者名および自主宣言・フォローアップ活動を掲載し、周知活動を実施している。

自主宣言・フォローアップ活動 参加事業者及び取組内容（消費者庁ウェブサイト内）

各自主宣言事業者の
自主宣言・フォローアップ
活動を掲載
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2. 事例の抽出方法

 消費者庁ウェブサイトにフォローアップ活動が公開されている事業者145社（2023年1月時点）を
対象に、「①効果的な自主宣言・フォローアップ活動」「②効率的なフォローアップ活動の公表」を実施
している事業者の事例を抽出した。また、「③取組対象としている社会課題」を抽出し、業種別に整理
した。

本調査の方法

調査の方法

• 消費者志向自主宣言事業者のうち、フォローアップ活動を推進組織に提出し、推
進組織ウェブページ（消費者庁ウェブサイト内）にその活動が公開されている事業
者145社（2023年1月時点）を調査対象とした。

• 各自主宣言事業者の自主宣言・フォローアップ活動の内容を各事業者のホーム
ページより抽出した。

• 自主宣言事業者のベストプラクティスを探索すべく、「①効果的な自主宣言・フォ
ローアップ活動」や、「②効率的なフォローアップ活動の公表」を実施している事業者
の事例を抽出し整理した。

• また、フォローアップ活動の内容から、各自主宣言事業者が「③取組対象としている
社会課題」を抽出し、業種ごとに整理した。
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3. 効果的な自主宣言・フォローアップ活動

 効果的にPDCAを回している企業は本業での成果と自社で設定した社会課題の解決を適切に結び
付けて、本業で行っているPDCAをそのまま消費者志向経営の実施につなげるようにしている。

 また、消費者志向経営を自社の経営戦略に反映している事例や、SDGsとの紐づけや動画作成など
外部発信のツールとして消費者志向経営を活用している事業者もいた。

効果的な自主宣言・フォローアップ活動の一覧

効果的な自主宣言・
フォローアップ活動の類型 効果的な自主宣言・フォローアップ活動の概要 企業例

本業と紐づいた
PDCAサイクルの実施

• 本業での成果と自社で設定した社会課題の解決をうまく結び
付けて、本業で行っているPDCAをそのまま消費者志向経営
の実施につなげるようにしている。

① 日本コカ・コーラ株式会社
② 株式会社イワサ・アンド・エムズ
③ 株式会社日本有機四国

消費者志向経営の
経営戦略への反映

• 中長期戦略や統合報告書における品質方針の中で、消費
者志向経営を重視する旨を定めており、自社の経営戦略に
消費者志向経営が反映されるようにしている。

④ 株式会社愛媛銀行
⑤ 大塚ホールディングス株式会社

SDGsと消費者志向経営
の紐づけ

• SDGsの項目と消費者志向経営の取組を紐づけて発信する
ことで、効果的に自社の社会課題の解決に資する取組を対
外的にアピールしている。

⑧ 株式会社おやつカンパニー

動画による消費者志向経営
に係る取組の発信

• 消費者志向経営を外部発信の一部のきっかけ・ツールとして
捉えて、動画で自社の消費者志向経営に係る取組をアピー
ルしている。

⑨ 愛媛トヨペット株式会社

取組方針と進捗状況の
併記

• 消費者志向自主宣言に記載した取組方針等とフォローアップ
の対応関係が分かるように記載し、自主宣言した各方針に
対しての活動実績を適切に振り返っている。

⑥ ユニ・チャーム株式会社
⑦ 株式会社あわしま堂
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【参考】①日本コカ・コーラ株式会社

 日本コカ・コーラは、あらゆるお客様対応チャネルを統合・最適化し、正しい情報を、正しいタイミングで、
正しいチャネルを通して提供する「統合型消費者ケアモデル・ICC（Integrated Consumer Care 
model）という独自フレームワークにてお客様へ価値を提供している。

 このICCの機能（「お客様の声の収集（Input）」、「お客様の声の分析（Analysis）」、「お客様
の課題・問題解決の情報発信（Output）」）を活用し、製品、サービス、企業活動等の改善やリス
クの早期探知などにお客様の声を役立てている。

日本コカ・コーラの統合型消費者ケアモデル概念図

引用：日本コカ・コーラ社HP 

PDCAサイクルを回す
モデルを構築し、
敢えてフォローアップ
活動を行うのではなく
活動自体がルーティン化・
オペレーション化するよう
に工夫されている。
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【参考】②株式会社イワサ・アンド・エムズ

 イワサ・アンド・エムズでは、「Ⅰ.みんなの声を聴き、かつ活かすこと」「Ⅱ.未来・次世代のために取り組む
こと」「Ⅲ. 法令の遵守／コーポレートガバナンスの強化をすること」のそれぞれのテーマにおいて取組方
針を定めている。

 また、社会と自社の課題に対する取組に関する成果と現段階での課題を明確に取りまとめており、フォ
ローアップ活動を通じてPDCAを回していることがうかがえる。自社の事業をよりよくするためのツールとし
て消費者志向経営を活用している。

イワサ・アンド・エムズのフォロ―アップ活動報告書（一部）

引用：イワサ・アンド・エムズHP 

方針

現在取組中の課題

1年間の活動状況

1年間の活動成果と課題
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【参考】③株式会社日本有機四国

 日本有機四国は、本業の事業活動である有機質肥料の生産と社会課題を結び付けて、PDCA活動
を実施している。各取組に対して目標を設定し、各年の活動実績をもとに次期の活動に繋げている。

引用：日本有機四国HP 

日本有機四国の２０２２年消費者志向フォローアップ集約版（一部）

目標や1年間の実績
を数値で示している
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【参考】④株式会社愛媛銀行

 愛媛銀行は、経営理念の中に消費者志向を位置付けており、中長期計画の中でもESG・SDGs戦
略の一部として位置づけをしている。自社のESG・SDGsの取組を対外的に発信するツールとして消費
者志向経営のフォローアップ活動の公表資料を使用している。

引用：愛媛銀行HP 

愛媛銀行の経営理念・方針
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【参考】⑤大塚ホールディングス株式会社

 大塚ホールディングスの統合報告書内における品質向上に向けた顧客対応の方針として消費
者志向経営を反映しており、消費者への真摯な対応を企業活動に活かすように取り組んでいる。

抜粋：大塚ホールディングス統合報告書2021

大塚ホールディングスの品質・顧客対応

顧客対応において、
消費者志向経営の
企業風土を醸成し、
活動を推進するとしている
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【参考】⑥ユニ・チャーム株式会社

 ユニ・チャームは、消費者志向自主宣言に記載した取組方針とフォローアップ活動の対応関係が分かる
ように記載している。

引用：ユニ・チャームHP 

ユニ・チャームのフォローアップ報告
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【参考】⑦株式会社あわしま堂

 あわしま堂も、消費者志向自主宣言に記載した取組方針等とフォローアップ活動との対応関係が分か
るように記載している。また、合わせて今後の取組も併記している。

引用：あわしま堂HP 

あわしま堂のフォローアップ報告
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【参考】⑧株式会社おやつカンパニー

 おやつカンパニーは、SDGsの取組と消費者志向経営の取組をリンクさせている。また、消費者志向経
営の活動報告をSDGsの取組の外部発信にも利用している。

引用：おやつカンパニーHP 

おやつカンパニーの活動報告書（一部）

消費者志向経営の活動と、
SDGsの各ゴールを紐づけている
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【参考】⑨愛媛トヨペット株式会社

 愛媛トヨペットは、消費者志向の取組をYouTubeで発信しており、自社の取組を外部発信するツール
として消費者志向経営を活用している。

引用：愛媛トヨペットHP 

愛媛トヨペットの自主宣言紹介
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4. 効率的なフォローアップ活動の公表

効率的なフォローアップ活動の公表方法の概要と企業例
効率的なフォローアップ活動の公表方法 別資料の名称・媒体 企業例 ※赤字の企業は次項で事例を示す

A. 投資家向け資料など
他の目的も踏まえた資料を
用意し、それをフォローアップ

活動の報告とする

• サステナビリティレポート（サイト）
• サステナビリティデータブック

• サントリーホールディングス株式会社
• 積水化学工業株式会社
• 日本電気株式会社
• 不二製油グループ本社株式会社
• パナソニックホールディングス株式会社

B. フォローアップ活動を公表
するための資料を作成し、

具体的な活動内容については
別資料にリンクさせる

• 花王株式会社
• 味の素株式会社
• アサヒグループホールディングス株式会社
• キッコーマン株式会社
• サラヤ株式会社
• ユニ・チャーム株式会社

• お客様の声白書
• 「お客さま本位の業務運営方針」の
取組状況報告

• 「お客さまの声を活かした取組み」
レポート など

• チューリッヒ保険会社
• ジブラルタ生命保険株式会社
• セゾン自動車火災保険株式会社
• 損害保険ジャパン株式会社
• 第一生命保険株式会社
• 日本生命保険相互会社

• CSR活動を紹介するウェブページ • 株式会社丸本

• 統合報告書
• サステナビリティレポート
• サステナビリティデータブック
• コーポレートレポート

• 各種ウェブページ

• 株式会社パッケージ松浦
• 一正蒲鉾株式会社
• キユーピー株式会社
• 日本即席食品工業協会
• 東京海上日動火災保険株式会社
• 三菱地所株式会社
• ライオン株式会社

A-1

A-2

A-3

B-1

B-2

 フォローアップ活動を公表するためだけに資料を作成するのではなく、他の目的も踏まえた資料を用意し、
それをフォローアップ活動の報告としていた企業（A）がいくつかあった。また、フォローアップ活動の資料
の中で具体的な活動内容を別資料にリンクさせている企業（B）もいくつかあった。

 前者（A）は、サステナビリティレポート等の資料を投資家向けに作成している大企業に多いが、
後者（B）であれば中小企業であっても、関連する取り組みを都度ウェブページ等で公開することに
よって、フォローアップ活動の報告書作成自体の負担は軽減できるのではないかと考える。
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【参考】A-1.サントリーホールディングス株式会社

 サントリーホールディングスは、フォローアップ活動の公表方法・活動報告書としてサステナビリティレポート
（サイト）をそのまま活用している。

引用：サントリーHP 

サントリーホールディングスのフォローアップ活動
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【参考】A-2.チューリッヒ保険会社

 チューリッヒ保険会社は、フォローアップ活動の公表方法として、お客さま本位の業務運営方針の取組
状況を活用している。

 また、各取組みについて、消費者志向経営の取組みのうち、みんなの声を聴き、かついかすこと、未来・
次世代のために取り組むこと、法令の遵守／コーポレートガバナンスの強化をすること、のいずれに該当
する取組みか、資料左下に示している。。

引用：チューリッヒ保険会社HP 

チューリッヒ保険会社のフォローアップ活動
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【参考】B.花王株式会社

 花王は、フォローアップ活動を公表する資料の中で、具体的な取組についてはサステナビリティレポートや
活動報告書を参照するようにしている。

引用：花王HP 

花王のフォローアップ活動
具体的な取組を示す参考資料として、サステナビリティレポート （表記：SR） や
生活者コミュニケーションセンター活動報告書（表記： CCC）を活用している



19

5-1. 取組対象としている社会課題

各社会課題に取り組む自主宣言事業者の数（業種別、1社あたり複数項目あり）

 調査の結果から、「環境対策」「健康への配慮」については業種を問わず、多くの企業が課題として捉え
て取り組む傾向がみられた。

 金融機関や保険会社がマネーリテラシー向上・振込詐欺対策に取り組むケースや、食品関連企業が
フードロス削減に取り組むケースなど、自社の事業に関連した社会課題に取り組んでいる企業が多くみ
られた。一方で中小企業に関しては、地域貢献や地域ビジネス活性化に取り組む企業が多かった。
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5-2. 事業者の取組のポイント

 取組対象としている社会課題を調査・整理した結果から、事業者が消費者志向経営に取り組む上で
は以下のような点がポイントになると考えられる。

取組の
ポイント

• 捉えられている社会課題の種類自体はそれほど多くなく、同じ社会課題の解決に
向けて取組を行っている事業者が多くみられる。
そのため、今後自主宣言を行っている事業者同士の連携によって、
さらに社会課題の解決が推進されると考えられる。

• やはり近年はSDGsが大企業のみでなく中小企業にも浸透しているため、SDGsの
達成に関連した社会課題が多く取り上げられている傾向がみられた。
SDGsは目指す社会を実現するという点で消費者志向経営との親和性は高い
ことから、これから消費者志向経営を行う事業者が自社としてどのような社会課題に
取り組むべきかを検討する際には参考事例になる。

• 一方で自動車学校や交通機関が社会課題として「交通安全」を掲げているように、
必ずしもSDGsにこだわる必要はない。
自社の身近な社会課題を捉え、消費者とともにその達成を目指すことが
消費者志向経営を実施する上では重要である。

事業者が消費者志向経営に取り組む上でのポイント


